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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期
第１四半期
累計(会計)期間

第69期
第１四半期
累計(会計)期間

第68期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

営業収益（百万円） 600 601 2,521

経常利益又は経常損失(△)

（百万円）
△109 13 △228

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△)（百万円）
△74 6 122

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失(△)（百万円）
－ － －

資本金（百万円） 3,251 3,251 3,251

発行済株式総数（千株） 20,013 20,013 20,013

純資産額（百万円） 2,826 3,012 3,019

総資産額（百万円） 10,757 6,855 6,709

１株当たり純資産額（円） 141.33 150.59 150.97

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額(△)（円）

△3.72 0.32 6.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 3.89

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 26.3 43.9 45.0

自己資本規制比率（％）　 273.4 441.7 398.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,231 △103 △2,751

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
18 4 988

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
－ △0 199

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
1,040 1,591 1,690

従業員数（人） 196 157 159

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関

連会社であるため、記載を省略しております。　

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第68期第１四半期については、潜在株式は

存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。第69期第１四半期については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 157

（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

当第１四半期におけるわが国経済は、政府の経済政策の効果や新興国における経済成長の影響により企業収益には持

ち直しの動きが見られたものの、依然として個人消費の低迷やデフレ傾向が続いており、厳しい状況で推移いたしまし

た。 

　日本の株式市場におきましては、期初11,000円台でスタートした日経平均株価は、欧州でのソブリンリスクや中国政府

による不動産価格抑制政策などを懸念する外国人投資家の売りに押され、５月には9,000円台前半まで下落し、その後、

６月中旬には一時10,000円台を回復する場面もありましたが、期末には期中最安値である9,382円で取引を終了いたし

ました。

　

①純営業収益

当第１四半期の対面取引業務は、株式相場の低迷の影響を受け、株式の委託手数料が２億46百万円となり、債券等を

含めた委託手数料の合計は２億46百万円となりました。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投信の取扱い増加により１億34百万円となりまし

た。

その他の受入手数料は、信託報酬の増加により37百万円となりました。

また、顧客の委託を受けて債券の売買を行った結果の債券等トレーディング損益は１億16百万円となりました。

　

ディーリング業務は、自己の計算により株券等の売買を行った結果の株券等トレーディング損益が、38百万円とな

りました。

　

金融費用は、自己融資の増加に伴い５百万円（前年同期比61.5％減）となりました。一方、金融収益は、26百万円

（前年同期比10.7％減）となり、金融収支は差し引きで21百万円（前年同期比29.1％増）となりました。

　

以上の結果、当第１四半期の対面取引業務の純営業収益は５億55百万円、ディーリング業務の純営業収益は40百万

円となりました。

　

②販売費・一般管理費

当第１四半期の販売費・一般管理費は、通信費等の減少により取引関係費が44百万円減の63百万円（前年同期比

41.1％減）、前期の店舗統廃合等により不動産関係費が37百万円減の48百万円（前年同期比43.9％減）、人員の減少

等により人件費が17百万円減の３億６百万円（前年同期比5.3％減）、合計で５億77百万円（前年同期比17.6％減）

となりました。

　

以上の結果、対面取引業務のセグメント利益は56百万円、ディーリング業務のセグメント損失は37百万円となりま

した。

　

③特別損益

当第１四半期は特別利益として、金融商品取引責任準備金戻入４百万円、貸倒引当金戻入額２百万円およびゴルフ

会員権売却益２百万円の合計９百万円を計上いたしました。

特別損失として、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額13百万円を計上いたしました。

　

以上の結果、当第１四半期の経常利益は13百万円（前年同期は１億９百万円の経常損失）、四半期純利益は６百万

円（前年同期は74百万円の四半期純損失）となりました。
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（２）資産、負債、純資産の状況

当社の資金の財源は、資本金を含む自己資金と保有不動産および有価証券の担保差入れによる金融機関からの借

入れ、平成20年11月および平成21年３月に発行した転換社債型新株予約権付社債が主な財源となっております。そ

の他、必要に応じて金融機関から流動的な資金が調達できる体制を構築しております。

①　資産

当第１四半期末の資産合計は、前期末と比べ１億46百万円増加し68億55百万円となりました。その主な要因は、現

金・預金99百万円、預託金70百万円が減少したものの信用取引資産１億96百万円、約定見返勘定１億88百万円が増

加したこと等によるものであります。

② 負債

当第１四半期末の負債合計は、前期末と比べ１億54百万円増加し38億43百万円となりました。その主な要因は、

リース資産減損勘定および長期リース資産減損勘定43百万円、賞与引当金22百万円が減少したものの信用取引負債

２億２百万円、受入保証金38百万円が増加したこと等によるものであります。

③ 純資産

当第１四半期末の純資産合計は、前期末と比べ７百万円減少し、30億12百万円となりました。その主な要因は、四

半期純利益６百万円を計上したもののその他有価証券評価差額金が14百万円減少したことによるものであります。

　　

（３）キャッシュ・フローの状況　

現金及び現金同等物の当第１四半期末残高は、期首残高に比べて99百万円減少し15億91百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、１億３百万円の減少（前年同期は22億31百万円の減少)

となりました。これは主として、預託金が70百万円減少したものの約定見返勘定が１億88百万円増加したことによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の投資活動によるキャッシュ・フローは、４百万円の増加（前年同期は18百万円の増加）となりま

した。これは主として、従業員に対する長期貸付金の回収による収入２百万円、ゴルフ会員権の売却による収入２百

万円が生じたことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得によるものであります。

　

（４）事業上および財務上の対処すべき課題　

当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　

　（５）研究開発費

　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,013,042 20,013,042
大阪証券取引所

(ＪＡＳＤＡＱ市場）　

単元株式数

1,000株

計 20,013,042 20,013,042 ― ―

　　　　

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

①　平成20年10月31日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円）                               500

新株予約権の数（個）                                   10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                                   －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                           10,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）                                   50

新株予約権の行使期間
自　平成20年11月20日

至　平成25年11月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

                    発行価格　　　50

                    資本組入額　　25

新株予約権の行使の条件   各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文および

第３項本文の定めにより、本社債または本新株予約権の一

方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項

　本新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権にかか

る本社債の全部を出資するものとし、その価額は当該本社

債の払込金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　該当事項はありません。
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②　平成21年３月16日取締役会決議　　

　
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円）                                  500

新株予約権の数（個）                                   10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                                   －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                           10,416,666

新株予約権の行使時の払込金額（円）                                   48

新株予約権の行使期間
自　平成21年３月30日

至　平成26年３月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

                    発行価格　　　48

                    資本組入額　　24

新株予約権の行使の条件 　各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文および

第３項本文の定めにより、本社債または本新株予約権の一

方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項

　本新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権にかか

る本社債の全部を出資するものとし、その価額は当該本社

債の払込金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 20,013 － 3,251 － 1,204

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,980,000 19,980 ―

単元未満株式 普通株式 23,042 ― ―

発行済株式総数  20,013,042 ― ―

総株主の議決権 ― 19,980 ―

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式898株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸八証券株式会社
名古屋市中区新栄町

二丁目４番地
10,000  － 10,000 0.05

計 ― 10,000 － 10,000 0.05

（注）　平成22年６月30日現在における当社の保有自己株式数は、11,888株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 70 65 63

最低（円） 50 50 57

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

丸八証券株式会社(E03792)

四半期報告書

 9/28



４【業務の状況】

(1）概況

①　受入手数料の内訳

期別 区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

前第１四半期

会計期間　　　

（平成21年４月　

　

～平成21年６月）

　　

委託手数料　 344 0 0 － 346

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料　

－ 3 62 － 66

その他の受入手数料　 1 0 19 1 22

　計 346 5 82 1 435

当第１四半期

会計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

委託手数料 246 0 0 － 246

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 134 － 134

その他の受入手数料 1 0 35 0 37

計 247 0 170 0 418

②　売買等損益

＜トレーディング損益の内訳＞

期別 区分
実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

　前第１四半期会計期間　

（平成21年４月

～平成21年６月）　　

株券等トレーディング損益　 67 － 67

債券等トレーディング損益　 67 － 67

計 134 － 134

当第１四半期会計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

株券等トレーディング損益 38 － 38

債券等トレーディング損益 116 － 116

計 155 － 155
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③　自己資本規制比率

 
前第１四半期会計期間末　
（平成21年６月30日）　

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

基本的項目 資本合計 (百万円)(A) 2,812 3,012

補完的項目

評価差額金 (百万円) 14 0

金融商品取引責任準備金 (百万円) 40 20

貸倒引当金 (百万円) 11 2

短期劣後債務 (百万円) 1,000 1,000

有価証券評価損益のうち

補完的項目に算入する額
(百万円) － －

 計 (百万円)(B) 1,066 1,023

控除資産  (百万円)(C) 961 849

控除後自己資本 (A)＋(B)－(C)＝(百万円)(D) 2,917 3,185

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 14 9

取引先リスク相当額 (百万円) 120 75

基礎的リスク相当額 (百万円) 931 636

 計 (百万円)(E) 1,066 721

自己資本規制比率 (D)／(E)×100（％）  273.4 441.7

　（注）１　上記は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当四半期の市場リスク相当額の月末平均額は11百万円、月末最大額は12百万円、取引先リスク相当額の

月末平均額は74百万円、月末最大額は81百万円であります。

２　評価差額金は補完的項目に該当するため、資本合計に含まれておりません。

(2）有価証券の売買等業務の状況（先物取引を除く）

①　株券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間　

（平成21年４月～平成21年６月）　
84,935 219,581 304,517

当第１四半期会計期間

（平成22年４月～平成22年６月）
30,421 149,698 180,119

②　債券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間　

（平成21年４月～平成21年６月）　
717 2,883 3,600

当第１四半期会計期間

（平成22年４月～平成22年６月）
11 6,513 6,525

③　受益証券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間　

（平成21年４月～平成21年６月）　
556 7,866 8,423

当第１四半期会計期間

（平成22年4月～平成22年６月）
179 2,563 2,743
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④　その他

該当事項はありません。

 

(3）証券先物取引等の状況

①　株式に係る取引　

 期別
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第１四半期

会計期間

(平成21年４月

～平成21年６月)

－ 19,579 － － 19,579

当第１四半期

会計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

－ 6,881 － － 6,881

　

②　債券に係る取引

該当事項はありません

　

(4）有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出し又は私募の取扱い業務の状況

①　株券

該当事項はありません。

②　債券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

　　　

前第１四半期

会計期間

(平成21年４月

～平成21年６月)

国債　 － － 23 － －

地方債　 － － 84 － －

特殊債　 － － － － －

社債　 － － － － －

外国債券 － － － 200 －

合計 － － 107 200 －

当第１四半期

会計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

国債 － － 22 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 22 － －
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③　受益証券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

　　

前第１四半期

会計期間

(平成21年４月

～平成21年６月)

株式投信　 － － 2,283 － －

公社債投信　 － － 17,379 － －

外国投信　 － － 8 － －

合計 － － 19,671 － －

当第１四半期

会計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

株式投信 － － 6,191 － －

公社債投信 － － 9,058 － －

外国投信 － － 210 － －

合計 － － 15,461 － －
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）ならびに同規則第54条および第73条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成22年

日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）および前第１四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで）および当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）および前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表ならびに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）および当第１四半期累計期間

（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 ※２
 1,591,238

※２
 1,690,694

預託金 619,006 689,770

顧客分別金信託 528,216 598,979

その他の預託金 90,790 90,790

トレーディング商品 497 13,331

商品有価証券等 497 13,331

約定見返勘定 337,209 148,851

信用取引資産 3,047,831 2,851,103

信用取引貸付金 2,957,807 2,645,203

信用取引借証券担保金 90,024 205,899

短期差入保証金 220,000 224,660

短期貸付金 816 441

前払金 1,349 －

前払費用 23,723 21,469

未収入金 10,919 15,122

未収収益 94,523 89,969

貸倒引当金 △2,849 △3,390

流動資産計 5,944,264 5,742,024

固定資産

有形固定資産 ※１
 417,185

※１
 428,766

建物 ※２
 139,298

※２
 142,135

器具備品 81,020 89,763

土地 ※２
 196,866

※２
 196,866

無形固定資産 3,035 3,049

借地権 2,273 2,273

電話加入権 666 666

ソフトウエア 96 110

投資その他の資産 491,140 535,396

投資有価証券 ※２
 128,095

※２
 149,861

関係会社株式 2,000 2,000

その他の関係会社有価証券 82,416 82,416

出資金 2,020 2,020

従業員に対する長期貸付金 41,057 43,171

長期差入保証金 186,869 201,936

長期前払費用 1,004 440

長期立替金 93,773 95,915

その他 47,400 53,100

貸倒引当金 △93,497 △95,464

固定資産計 911,361 967,212

資産合計 6,855,625 6,709,236
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

信用取引負債 1,228,792 1,026,367

信用取引借入金 1,194,890 928,009

信用取引貸証券受入金 33,902 98,358

預り金 491,216 505,316

顧客からの預り金 331,826 382,606

その他の預り金 159,390 122,709

受入保証金 204,803 166,532

短期借入金 400,000 400,000

未払金 6,386 9,392

未払費用 102,683 96,732

リース資産減損勘定 158,102 171,199

未払法人税等 4,906 17,873

賞与引当金 23,500 46,000

流動負債計 2,620,391 2,439,415

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 ※５
 1,000,000

※５
 1,000,000

繰延税金負債 478 7,654

退職給付引当金 187,802 178,202

長期リース資産減損勘定 7,866 38,106

資産除去債務 5,387 －

その他 1,000 1,100

固定負債計 1,202,536 1,225,062

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※６
 20,676

※６
 24,943

特別法上の準備金計 20,676 24,943

負債合計 3,843,604 3,689,421

純資産の部

株主資本

資本金 3,251,856 3,251,856

資本剰余金 1,204,043 1,204,043

利益剰余金 △1,437,502 △1,443,878

自己株式 △3,486 △3,427

株主資本合計 3,014,910 3,008,593

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,889 11,221

評価・換算差額等合計 △2,889 11,221

純資産合計 3,012,021 3,019,815

負債・純資産合計 6,855,625 6,709,236
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業収益

受入手数料 435,691 418,901

委託手数料 346,600 246,406

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

66,111 134,690

その他の受入手数料 22,979 37,805

トレーディング損益 134,433 155,629

金融収益 29,974 26,774

営業収益計 600,098 601,305

金融費用 13,153 5,060

純営業収益 586,945 596,245

販売費・一般管理費 700,472 577,431

取引関係費 107,992 63,630

人件費 323,424 306,259

不動産関係費 86,368 48,457

事務費 148,169 131,480

減価償却費 9,687 13,249

租税公課 5,111 5,447

貸倒引当金繰入れ 6,744 －

その他 12,974 8,907

営業利益又は営業損失（△） △113,527 18,813

営業外収益

受取配当金 12,371 3,401

その他 976 829

営業外収益計 13,347 4,230

営業外費用

社債利息 8,726 8,726

その他 262 616

営業外費用計 8,988 9,342

経常利益又は経常損失（△） △109,168 13,702

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 ※１
 19,599 4,266

賞与引当金戻入額 ※２
 21,763 －

貸倒引当金戻入額 － 2,507

ゴルフ会員権売却益 － 2,285

特別利益計 41,363 9,060

特別損失

店舗統廃合費用 ※３
 4,444 －

ゴルフ会員権売却損 238 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,992

特別損失計 4,682 13,992

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △72,486 8,769

法人税、住民税及び事業税 1,907 1,913

法人税等調整額 － 478

法人税等合計 1,907 2,392

四半期純利益又は四半期純損失（△） △74,394 6,376
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△72,486 8,769

減価償却費 9,687 13,249

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,992

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,744 △2,507

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △19,599 △4,266

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14,642 9,600

受取利息及び受取配当金 △12,630 △3,586

支払利息 1,094 9,727

賞与引当金戻入額 △21,763 －

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 238 △2,285

店舗統廃合費用 4,444 －

貸付金の増減額（△は増加） 2,125 △374

預託金の増減額（△は増加） △527,219 70,763

立替金の増減額（△は増加） 4,213 2,141

短期差入保証金の増減額（△は増加） － 4,660

預り金及び受入保証金の増減額（△は減少） 250,788 24,170

トレーディング商品の増減額 12,411 12,834

約定見返勘定の増減額（△は増加） △259,054 △188,357

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △1,650,580 5,697

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 7,282 －

その他の資産の増減額（△は増加） 124,624 7,823

その他の負債の増減額（△は減少） △75,330 △69,876

小計 △2,229,652 △87,824

利息及び配当金の受取額 11,030 1,506

利息の支払額 △1,099 △9,703

リース解約等に伴う支払額 △4,444 －

法人税等の支払額 △7,322 △7,603

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,231,487 △103,625

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社株式の取得による支出 △2,000 －

従業員に対する長期貸付けによる支出 △2,390 △250

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 13,505 2,364

ゴルフ会員権の売却による収入 1,850 2,285

差入保証金の差入による支出 △343 △440

差入保証金の回収による収入 7,931 268

投資活動によるキャッシュ・フロー 18,553 4,228

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △59

財務活動によるキャッシュ・フロー － △59

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,212,934 △99,456

現金及び現金同等物の期首残高 3,253,694 1,690,694

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,040,760

※1
 1,591,238
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益および経常利益が438千円、税引前四半期純利益は、14,431千円減

少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は5,358千

円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定

方法

　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、事業年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 506,808千円

器具備品 186,384

計 693,193

 

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 500,222千円

器具備品 184,609

計 684,831

 

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

定期預金   200,000千円

投資有価証券　 29,803

建物 65,833

土地       183,402

計 479,039

定期預金   200,000千円

投資有価証券　 34,096

建物 67,635

土地       183,402

計 485,133

（注）　上記のほかに、信用取引借入金の担保として保管

有価証券973,383千円、為替予約取引の担保とし

て定期預金30,000千円、リース債務の担保とし

て投資有価証券62,200千円を差し入れておりま

す。

（注）　上記のほかに、信用取引借入金の担保として保管

有価証券1,681,292千円、為替予約取引の担保と

して定期預金30,000千円、リース債務の担保と

して投資有価証券79,592千円を差し入れており

ます。

担保資産の対象となる債務

短期借入金 310,000千円

 

担保資産の対象となる債務

短期借入金 310,000千円

 

　３　差し入れた有価証券の時価額

信用取引貸証券 33,440千円

信用取引借入金の本担保証券 1,148,695

計 1,182,136

 

　３　差し入れた有価証券の時価額

信用取引貸証券 111,266千円

信用取引借入金の本担保証券 917,888

計 1,029,155

 

４　担保として差し入れを受けた有価証券および借り入

れた有価証券の時価額

信用取引貸付金の本担保証券　 2,416,818千円　

信用取引借証券　 85,992

受入保証金代用有価証券　 3,241,196　

計　 5,744,007

 

４　担保として差し入れを受けた有価証券および借り入

れた有価証券の時価額

信用取引貸付金の本担保証券　 2,638,256千円　

信用取引借証券　 205,850

受入保証金代用有価証券　 3,530,033

計　 6,374,140

 

※５　転換社債型新株予約権付社債1,000,000千円は「金融

商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号）第176条に定める劣後特約付社債であります。

　

※５　転換社債型新株予約権付社債1,000,000千円は「金融

商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号）第176条に定める劣後特約付社債であります。

 

※６　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次

のとおりであります。

金融商品取引責任準備金　金融商品取引法第46条の５

※６　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次

のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金　金融商品取引法第46条の５
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（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１ 金融商品取引責任準備金戻入19,599千円は、金融商品

取引法第46条の５に従って計算した結果、積立限度額

超過が発生したため計上したものであります。

 

                  ――――――――

※２ 賞与引当金戻入額21,763千円は、前事業年度末引当額

のうち一部支払をしなかったため計上したものであり

ます。 

―――――――― 

 

　　 　

※３ 店舗統廃合費用4,444千円は、ディーリング室のフロ

ア縮小に伴い、計上したものであります。

――――――――　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借 

    対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 1,040,760千円

現金及び現金同等物 1,040,760

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借 

    対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 1,591,238千円

現金及び現金同等物 1,591,238
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）および当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22

年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　　20,013千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　11千株　

 

３．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的

となる株式の種類

新株予約権の目的と

なる株式の数（株）

当第１四半期

会計期間末残高

（千円）当第１四半期会計期間末

提出会社

第１回転換社債型新株予約権付

社債にかかる新株予約権
普通株式  10,000,000  －

第２回転換社債型新株予約権付

社債にかかる新株予約権
普通株式  10,416,666  －

 合計 －  20,416,666  －

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

会社の事業の運営において重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められるものは、次

のとおりであります。

　
四半期貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1）現金・預金 1,591,238 1,591,238 ―

（2）預託金 619,006 619,006 ―

（3）信用取引資産 3,047,831 3,047,831 ―

①信用取引貸付金 2,957,807 2,957,807 ―

②信用取引借証券担保金 90,024 90,024 ―

資産計 5,258,075 5,258,075 ―

（1）信用取引負債 1,228,792 1,228,792 ―

①信用取引借入金 1,194,890 1,194,890 ―

②信用取引貸証券受入金 33,902 33,902 ―

負債計 1,228,792 1,228,792 －

　

　（注）金融商品の時価の算定方法

　　資産

　　（1）現金・預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（2）預託金

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。　　　　

　　（3）信用取引資産

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

　　負債

　　（1）信用取引負債

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（有価証券関係）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、事業本部ごとに、主に個人投資家向けの対面営業および自己資金によるディーリングを中心に

事業活動を展開しております。

従って、当社は、事業本部を基礎とした、個人投資家等との取引、ディーリング取引に区別したセグメン

トから構成されており、「対面取引業務」、「ディーリング業務」の２つを報告セグメントとしておりま

す。

「対面取引業務」は、主に、顧客の委託を受けて有価証券の売買を執行することを中心とした業務を

行っております。

「ディーリング業務」は、当社が利益を得ることを目的として、自己の計算により有価証券の売買等を

行っております。

　

２．報告セグメントごとの純営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

（単位：千円）　

 対面取引業務　
ディーリング
業務

合計 調整額
四半期損益計
算書計上額

純営業収益 555,323 40,922 596,245 － 596,245

セグメント利益

又は損失（△）　
56,293 △37,480 18,813 － 18,813

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 150.59円 １株当たり純資産額 150.97円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 3.72円 １株当たり四半期純利益金額 0.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△74,394 6,376

普通株式に係る四半期純利益又は四

半期純損失（△）（千円）
△74,394 6,376

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,002 20,001

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式で、前事

業年度末から重要な変動があったもの

の概要

――――― ―――――

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第１四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業

年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　幸宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　幸宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第69期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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